
第１節

旧優生保護法に関する政府の対応

　1948年の旧優生保護法の施行から1996年の母体保護法への改正までの48年間、多くの方々が、同
法に基づき、あるいはその存在を背景として、特定の疾病や障害を有すること等を理由に生殖を不能に
する手術や放射線の照射あるいは人工妊娠中絶を受けることを強いられ、子を生み育てるか否かについ
て自ら意思決定をする機会を奪われ、耐え難い苦痛と苦難を受けてきた。
　最高裁判所は、2024年７月３日、旧優生保護法の規定が憲法に違反するとした上で、当該規定に係
る国会議員の立法行為が国家賠償法第１条第１項の適用上、違法であるとの判決を言い渡した。
　政府としては、この判決を重く受け止め、同月17日、岸田文雄内閣総理大臣が旧優生保護法国家賠
償請求訴訟原告団等と面会し謝罪を行った。その際、障害者に対する偏見差別の根絶に向けて、これま
での取組を点検し、教育・啓発等を含めて取組を強化するため、全府省庁による新たな体制を構築する
ことを表明した。
　同月26日には、真摯な反省の下、障害のある人に対する偏見や差別のない共生社会の実現に向けた
取組を強化するため、「障害者に対する偏見や差別のない共生社会の実現に向けた対策推進本部」（以下
本章では「推進本部」という。）を設置した。９月30日には、旧優生保護法問題の全面的な解決を目指し、
優生保護法被害全国原告団等との間で基本合意書を交わした。

１．障害者に対する偏見や差別のない共生社会に向けた行動計画

（１）行動計画策定の経緯
推進本部は、障害のある人への社会的障壁を取り除くのは社会の責務であり、社会全体が変わ
らなければならないという考えの下、内閣総理大臣を本部長とし、障害者・障害児行政を所掌す
る大臣のみならず、全大臣を構成員としている。
　2024年７月29日、第１回推進本部において岸田文雄内閣総理大臣はこれまでの取組を点検し、
教育・啓発等を含めて取組を強化するため、以下の４点を指示した。
① �障害のある人の結婚、出産、子育てを含めた希望する生活の実現に向けた支援の取組の推進
② �障害者差別解消法に基づく各府省庁における職員の研修・啓発の点検・取組強化
③ �ユニバーサルデザイン2020行動計画における「心のバリアフリー」の取組のフォローアッ
プ・取組強化

④ �有識者の協力を得て、障害当事者の方から意見を伺った上で、成果を新たな行動計画とし
て取りまとめること

　総理の指示を受け、障害のない人を基準とし障害のある人を劣っているとみなす態度や行動と
決別するという決意の下、障害のある人への偏見や差別をなくすために社会全体で取り組むよう
行動計画を取りまとめるべく、推進本部を３回開催した。推進本部の下には「障害者に対する偏
見や差別のない共生社会の実現に向けた対策推進本部幹事会」（以下本章では「幹事会」という。）
を設置し、旧優生保護法の被害者や障害当事者など多くの方々からヒアリングを行うなど検討を
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進めた。
　同年12月27日、推進本部において、「障害者に対する偏見や差別のない共生社会の実現に向け
た行動計画」（以下本章では「行動計画」という。）を決定した。
　「行動計画」においては、「これまで障害のある人が受けてきた差別、虐待、隔離、暴力、特別
視はあってはならないものである。」とし、障害の「社会モデル」の考え方を踏まえ、「我が国は、
特定の疾病や障害を有する者に対する優生上の見地からの偏見や差別をはじめ、障害のない人を
基準とし障害のある人を劣っているとみなす態度や行動と決別しなければならない。」としてい
る。このような決意の下、障害者に対する偏見や差別のない共生社会の実現に向けて、政府一丸
となって、教育・啓発等を含めて取組を強化することとしている。

（２）「行動計画」の概要
ア　ヒアリングにおいて当事者の方々から示された主な問題意識
　「行動計画」においては、まず、推進本部の幹事会でのヒアリングにおいて、障害当事者等
から示された主な問題意識を記載している。
　ここでは、ヒアリングにおいて、障害のある人に対する偏見や差別のない共生社会の実現の
ための方法として、「優生手術等に係る歴史的事実やその背景を後世に伝承し、記憶の風化を
防ぐこと」や「人権侵害に迅速・確実に対応する体制を構築すること」等が示された。その他、
障害のある人とない人が交流することによって障害に対する理解が深まっていくという観点か
ら、「障害のある人とない人が共に学び共に育つ教育を推進すること」や「障害のある人とな
い人が共に働く環境を整備すること」といった指摘もあった。

イ　取り組むべき事項
　次に、政府全体で重点的に取り組む事項について記載している。
　我が国では、障害の「社会モデル」の考え方の下、障害者権利条約の署名以降、様々な取組
を進めてきた。「ユニバーサルデザイン2020行動計画」（平成29年２月20日ユニバーサルデザ
イン2020関係閣僚会議決定）においては、障害の「社会モデル」の理解や障害のある人やそ
の家族への差別を行わないことの徹底等を前提に、「様々な心身の特性や考え方を持つすべて
の人々が、相互に理解を深めようとコミュニケーションをとり、支え合うこと」を「心のバリ
アフリー」と定義し、その実現に向けて取り組んできた。
　「行動計画」においては、その後の「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」（平
成25年法律第65号。以下本章では「障害者差別解消法」という。）の改正法の施行や、人権擁
護の観点から障害者の不利益を解消する観点も踏まえ、「心のバリアフリー」の取組をフォロー
アップし、時代に合わせて、その取組を強化することとしている。障害のある人への偏見や差
別の解消に向け、障害のある人とない人が、対等な立場で、学校や職場などで関わりを持ち、
障害に関する正しい知識を得られるよう、教育・普及啓発を進めることが重要であるとしてい
る。また、障害のある人が社会で活動することを困難にする社会的なバリアの解消に向けて、
障害のある人の生活を支える取組を、政府は、地方公共団体や民間団体などとも連携し、一丸
となって、取組を進めていくこととしている。
　その際には、障害のある人を自らの決定に基づき社会に参加する主体として捉え、政策決定
過程への参画を促進し、併せて障害者施策の検討及び評価に当たってはジェンダーの視点も取
り入れ、障害のある女性の参画拡大に取り組むこととしている。
　障害のある人の社会的バリアの解消に向けて、政府が取り組むべき事項として、以下の４つ
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の柱を立てている。
　①　子育て等の希望する生活の実現に向けた支援の取組の推進
　②　公務員の意識改革に向けた取組の強化
　③　ユニバーサルデザイン2020行動計画で提唱された「心のバリアフリー」の取組の強化
　④　障害当事者からの意見を踏まえた今後に向けた更なる検討
　「行動計画」は、PDCA サイクルを適切に回すべく、継続的にフォローアップしていくこと
とされており、盛り込まれた施策については速やかに実行に移しつつ、障害者政策委員会にお
ける報告や意見聴取を経て、次期障害者基本計画などにも反映させていくなど、外部有識者や
障害当事者の参画の下、実施状況を監視する体制を強化していくこととしている。
　「行動計画」に記載した取組は、主に以下のとおりである。

①　子育て等の希望する生活の実現に向けた支援の取組の推進
　妊娠、出産、子育てには、障害の有無にかかわらず周囲の人の支援が必要であるが、特に
障害がある人は生きづらさを抱えている。「障害のある人は結婚、出産、子育てができない」
とする偏見を払拭するとともに、結婚、出産、子育てを含め、障害のある人の意思決定の支
援に配慮しつつ、希望する生活の実現に向けた支援のための取組を記載している。
　具体的には、主に以下の取組を行うこととした。
・�子育てをしている障害のある人の体験談を含む「障害者が希望する「結婚・出産・子育
て」支援取組事例集」について、様々なイベント等の機会を通じて周知を行うとともに、
新たに地方公共団体や支援者向け解説動画や障害当事者にもわかりやすいリーフレット
を作成し、障害のある人の子育てが広がるようにする。
・�こども家庭センターにおいて障害のある妊産婦・保護者等からの相談があった場合に、
その把握・支援に係る障害保健福祉部局等の関係機関と連携の上で相談対応を行う。
・�地域における相談の中核的な役割を担う機関である「障害者の日常生活及び社会生活を
総合的に支援するための法律」（平成17年法律第123号）に基づく基幹相談支援センター
の全国の市町村における設置を促進する。
・�利用者の希望に沿った地域生活への移行を推進し、安心して地域生活を送れるよう、コー
ディネーターの配置、支援ネットワーク等による効果的な支援体制の構築も含めた、地
域生活支援拠点等の全国の市町村における整備を促進する。
・�令和７年10月開始予定の障害者本人の希望・適性等に合った選択を支援するためのサー
ビス「就労選択支援」の円滑な施行に向けた準備を進める。

②　公務員の意識改革に向けた取組の強化
　障害のある人に対する偏見や差別の根絶に向けた施策を推進するに当たり、行政機関にお
いては、正しい知識をもって対処する必要がある。
　「障害者差別解消法」では、不当な差別的取扱いの禁止及び合理的配慮の提供に関し職員
が適切に対応するため、国の行政機関の長及び独立行政法人等は基本方針に即して「国等職
員対応要領」（以下本章では「対応要領」という。）を定めることとされている。「行動計画」
の策定にあたって、国の行政機関や独立行政法人等全655機関を対象に、「対応要領」に基
づく職員への研修・啓発の実施状況等について調査を行った。この結果、分かったことは、
主に以下のとおりである。
・�「対応要領」の周知は、本府省では全府省庁が行っているが、周知の頻度は、策定・改
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定時のみとしているものが９割程度であり、定期的な周知を図る機関は少数である。
・�本府省における新規採用職員向けの研修実施割合は約５割だが、既存職員への研修は２
～３割程度にとどまっている。
・�障害の定義、障害者差別の禁止の具体的内容、障害の特性については、多くの研修でそ
の内容に含まれているが、障害者の実体験や具体的な事例検討等は含まれていない。ま
た、旧優生保護法の歴史的経緯についての研修も極めて少数である。研修の理解度を確
認するテスト等の実施割合は６割程度以下にとどまっている。
・�当事者による講義の実施や教材の作成等、研修の内容への当事者の関与がない機関はお
おむね７割以上となっている。

　調査結果で明らかになった課題に対応するため、「行動計画」では、主に以下の取組を行
うこととしている。
・�各府省庁において、「対応要領」を毎年１回以上、全職員に周知する。
・�2025年度に実施する国家公務員や地方公務員の人権研修において、旧優生保護法の歴
史的経緯や被害当事者の声を取り入れ、同様の事態が生じないよう、公務員に対して人
権啓発を行う。
・�全ての幹部職員を対象とする障害当事者を講師とする障害者差別や障害の理解のための
研修を2025年度中に実施する。
・�障害当事者の参加の下、障害者の実体験、具体的事例の検討や旧優生保護法の措置を含
む歴史的経緯なども含めた教材等を2025年度中に作成し、全府省庁等において研修を
開始する。研修に当たっては、各府省庁等において、受講者の理解度を確認する。
・�内閣府より、各府省庁及び地方支分部局の障害者差別の防止に係る研修の講師として、
障害当事者や専門家を紹介する仕組みを2025年中に整備する。

　また、このほか、「旧優生保護法に基づき、又はその存在を背景として、多くの方が特定
の疾病や障害を有すること等を理由に、優生手術等を受けることを強いられ、耐え難い苦痛
と苦難を受けてきたことへの真摯な反省の下、全大臣から、各府省庁職員に向けて、障害の
ある人への偏見や差別を許さない旨のメッセージを自ら発信する」こととした。

③　ユニバーサルデザイン2020行動計画で提唱された「心のバリアフリー」の取組の強化
　「ユニバーサルデザイン2020行動計画」は東京2020オリンピック・パラリンピック競技
大会を機に策定された。同計画では障害の「社会モデル」を全ての人が理解し、意識と行動
を変えることで社会全体の価値観を転換することを目指して、国民の意識啓発やコミュニ
ケーションの変革を促す「心のバリアフリー」の取組が盛り込まれた。
　ただし、同計画の策定から５年以上が経過し、その後の動きの中で、2022年の障害者権
利委員会の総括所見において、日本の障害関連政策に恩恵的な性格が残っていることが指摘
され、障害者の尊厳と権利を中心に据えた取組への転換が求められている。このことなどか
ら、取組を改めて点検し、幹事会でのヒアリングの意見なども踏まえ、新たな課題への対応
を全ての省庁に求め、必要な取組を行動計画に盛り込むこととした。
　具体的には、主に以下の取組を進めることとしている。
【教育】
・�旧優生保護法等の検証を踏まえた人権教育の教材を作成し、学校教育において活用を図
るとともに、同教材を講演会等の人権啓発活動にも活用する。また、今後の教育課程に
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おける取扱いについて検討する。
・�障害のある児童生徒と障害のない児童生徒が可能な限り同じ場で共に学ぶことを目指し、
特別支援学校と小中高等学校のいずれかを一体的運営するインクルーシブな学校運営モ
デルの構築に取り組む。

【企業等での対応】
・�「障害者差別解消法」に基づき、業種別に策定されている「対応指針」への民間企業等
の対応状況（合理的配慮、相談体制、研修の実施等）について、2025年度中に調査を
行い、好事例について横展開する。
・�「障害者の雇用の促進等に関する法律」（昭和35年法律第123号）に基づく雇用分野の
障害者差別禁止指針・合理的配慮指針について事業主に対して周知を行うとともに、差
別禁止や合理的配慮好事例集等の更新を行い、ホームページを通じて横展開する。
・�重度障害者を含め、障害のある人が本人の希望や能力に沿った就労や修学を実現するた
めに、障害者雇用納付金制度に基づく助成金による就労に係る支援や地方公共団体の補
助事業等により、雇用・教育・福祉施策が連携しながら、重度障害者に対する就労・修
学支援を推進する。

【理解促進】
・�障害者週間において、体験作文やポスターの作品展を行うとともに、2025年度以降、
企画段階から障害当事者の意見を聴きながら、障害の「社会モデル」などの理解に資す
る内容の体験型ワークショップの実施及び障害当事者団体等によるオンラインによるセ
ミナーを実施する。
・�障害のある人やその家族の協力を得つつ、障害の「社会モデル」を踏まえた正しい理解
の促進を図る。
・�医療・障害福祉の専門職の養成課程等における教育内容の充実等により、質の高い専門
職の養成を図る。
　ⅰ　�医師・歯科医師の養成課程及び生涯教育において、障害のある人に対する医療や総

合的なリハビリテーションに関する教育の充実を図り、障害の「社会モデル」の考
え方を踏まえて障害に関する理解を深めるなど、資質の向上に努めるとともに、様々
な場面や対象者に対応できる質の高い看護職員等の養成に努める。

　ⅱ　�精神保健指定医の研修過程において、精神障害のある人の人権に関する法令や精神
医学等に関する研修を実施する。

　ⅲ　�障害福祉分野の専門職の養成課程において、障害者福祉の歴史、障害者の権利擁護、
尊厳の尊重、障害の「社会モデル」の考え方に係る内容を盛り込んでおり、直近の
社会の情勢等を踏まえつつ、引き続き、質の高い専門職の養成に向け取り組む。

・�障害者団体等が行う障害特性の理解を図る啓発事業について一覧的に情報発信し参加を
促進する。
・�国民に向けた精神疾患やメンタルヘルスに係る正しい知識の普及啓発を実施する。また、
心のサポーター養成等の地方公共団体が行う普及啓発を支援する。
・�職場内で精神・発達障害のある同僚を見守る「精神・発達障害者しごとサポーター」の
養成講座を開催するなどにより精神・発達障害に関する事業主等の理解を一層促進する
とともに、精神・発達障害のある人の特性に応じた支援の充実を通じて、精神・発達障
害のある人の雇用拡大と定着促進を図る。
・�精神障害のある当事者やその家族を含む様々な有識者による「精神保健医療福祉の今後

第１節　旧優生保護法に関する政府の対応第１章　障害者に対する偏見や差別をなくすための取組について
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の施策推進に関する検討会」を開催し、医療保護入院や身体的拘束を含む精神保健医療
福祉の様々な課題を幅広く検討する。
・�障害のある人とない人との相互理解の促進や障害のある人の社会参加のきっかけ作り、
インクルーシブな社会の実現に向けた情報発信等を目的として、障害の有無にかかわら
ず楽しみ、交流することができる普及啓発イベントを新たに実施する。

【人権侵害への対応】
・�2024年度中に、全国の法務局・地方法務局に対し、旧優性保護法に関する研修用DVD
を配布し、人権相談や調査救済活動に従事する法務局・地方法務局職員及び人権擁護委
員を対象とする研修を実施する。
・�人権相談窓口の周知広報を図るとともに、全国の法務局・地方法務局において、インター
ネット上のものも含め、人権侵害の疑いのある事案を認知した場合は、人権侵犯事件と
して調査を行い、事案に応じた適切な措置を講じる。その際、人権侵犯性の有無にかか
わらず、「障害者差別解消法」の趣旨を踏まえたより望ましい対応を提示するなど積極
的に啓発を行う。

④　障害当事者からの意見を踏まえた今後に向けた更なる検討
　①～③の取組のほか、様々な意見がヒアリングにおいて示された。このため、ヒアリング
での障害当事者等の意見を受け止め、記憶を風化させないようにするための方策、人権侵害
に迅速に対応する実効性のある体制の構築など、幹事会で示された問題意識について引き続
き検討することとした。その際、今後予定されている国会による旧優生保護法に係る調査・
検証の内容・結果も踏まえるとともに、障害者に対する偏見や差別のない共生社会の実現に
向け、法制度の在り方を含め、教育・啓発等の諸施策を検討し、実施するものとしている。

（３）計画策定後の動き　
　2025年３月10日に開催した第82回障害者政策委員会では、行動計画に関する意見交換が行わ
れた。委員からは、公務員への研修プログラムへの障害当事者の確実な参画、インクルーシブ教
育の重要性、女性への複合差別の課題への対応などについての意見があった。「行動計画」に係
る意見聴取を経て、今後、次期障害者基本計画などにも反映させていくこととしている。
　なお、「行動計画」の策定後、各省庁において、全ての職員向けに、障害者への偏見や差別の
根絶に向けたメッセージを、全ての大臣から発出している。内閣府では、2025年１月23日に、
内閣官房長官訓示としてメッセージを全職員に発出した。
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第１節　旧優生保護法に関する政府の対応第１章　障害者に対する偏見や差別をなくすための取組について

　障害の「社会モデル」とは、障害者が日常生活又は社会生活で受ける様々な制限は、心身の機能
の障害のみに起因するものではなく、社会における様々な障壁（社会的障壁）と相対することによっ
て生じるものという考え方である。社会的障壁には、施設、設備のような物理的なものだけでなく、
制度、慣行や偏見などの観念も含まれる。
　この考え方は、「障害者権利条約」において採用されており、我が国でも、「障害者基本法」（昭
和45年法律第84号）や「障害者差別解消法」において、「障害者」の定義や、「合理的配慮」（社会
的障壁を取り除くための必要かつ合理的な配慮）に取り入れられている。
　2024年12月の「行動計画」においても障害の「社会モデル」の普及が掲げられている。共生社会
の実現に向け、障害のある人の社会参加を制限している様々な社会的障壁を社会全体で取り除くよ
うにしていくことが重要である。
※　�障害の「社会モデル」に対し、障害は個人の心身の機能の障害によるものであるという考えを「医学モデル」という。

〈社会的障壁（バリア）の例〉

①社会における事物 通行・利用しにくい施設、設備
など

②制度 利用しにくい制度など

③慣行 障害のある方の存在を意識して
いない慣習、文化など

④観念 障害のある方への偏見など

【社会モデルの考え方】

●エレベーターがあれば、２階に上がれる●階段しかないので、２階には上がれない

障害の「社会モデル」とは

資料：内閣府
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　令和６年７月29日に開催された第１回推進本部において岸田文雄内閣総理大臣は、障害者に対
する偏見や差別のない共生社会を実現すべく、必要な対応策を検討して新たな行動計画を取りまと
めることとし、幹事会において、有識者の協力を得て、障害当事者から意見を聴取した上で、成果
を取りまとめる体制を構築するよう指示した。総理の指示を踏まえ、政府は「幹事会」を開催し、
旧優生保護法の被害者や障害当事者からのヒアリングの実施を含め検討を行った。
　幹事会は、議長である内閣官房副長官補（内政担当）の下、構成員として、全ての省庁から官房
長・局長級が出席した。また、障害当事者を含む有識者も構成員としており、石川准氏（静岡県立
大学名誉教授・障害者政策委員会前委員長・視覚障害者）、坂元茂樹氏（公益財団法人世界人権問
題研究センター理事長）、田門浩氏（弁護士・障害者権利委員会委員・聴覚障害者）が指名された。
　幹事会でのヒアリングの問題意識は、「行動計画」に記載するとともに、意見の概要を資料とし
て添付している。
　同年12月27日の第３回においては、石破茂内閣総理大臣から、各大臣に対し、旧優生保護法に
基づく施策が数多くの障害者の個人の尊厳を蹂躙し、数多くの苦痛を強いてきたという事実を重く
受け止め、各所管分野を通じて、国民全体に障害についての正しい理解が行きわたるよう、地方公
共団体や関係者とも連携した「行動計画」の着実な実施と継続的なフォローアップを求めた。また、
これらの施策を進める公務員の意識改革に向け、各府省庁において障害当事者が参画した研修の実
施など、これまで以上に取組を強化するとともに、各大臣自ら、職員に向けて、障害のある人への
偏見や差別の根絶に向けたメッセージを発信するよう指示した。最後に、全ての国民が疾病や障害
の有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実
現に向けて、政府一丸となって取り組む決意を示し、各大臣への協力を要請した。

　＜開催実績＞
　　　　第１回推進本部　　７月29日　総理指示
　　　　　第１回幹事会　　７月29日　幹事会の進め方等について議論
　　　　　第２回幹事会　　８月30日　有識者構成員による講演
　　　　第２回推進本部　　９月20日　基本合意書締結の報告、進捗状況の確認
　　　　　第３回幹事会　	 10月21日　当事者ヒアリング①
　　　　　・熊谷　晋一郎氏（障害者政策委員会委員長）
　　　　　・佐藤　聡氏（DPI日本会議事務局長）　
　　　　　第４回幹事会　	 11月７日　 当事者ヒアリング②
　　　　　・旧優生保護法訴訟原告５名の方
　　　　　第５回幹事会　	 11月13日　当事者ヒアリング③
　　　　　・全国手をつなぐ育成会連合会　
　　　　　・南高愛隣会（子育てをする障害のある御家族）　
　　　　　第６回幹事会　	 11月20日　当事者ヒアリング④
　　　　　・日本 ALS 協会　

障害者に対する偏見や差別のない共生社会の実現に向けた対策推進本部
TOPICS（トピックス）（１）
第１章第１節　旧優生保護法に関する政府の対応� ／内閣府
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第１節　旧優生保護法に関する政府の対応第１章　障害者に対する偏見や差別をなくすための取組について

　　　　　・日本メンタルヘルスピアサポート専門員研修機構
　　　　　第７回幹事会　12月26日　新たな行動計画（案）の決定
　　　　第３回推進本部　12月27日　新たな行動計画の決定
　　　※別途、以下の団体に、内閣府において個別にヒアリングを実施
　　　　�　全国重症心身障害児(者)を守る会、全国精神保健福祉会連合会、全国脊髄損傷者連合会、

日本発達障害ネットワーク、全国肢体不自由児者父母の会連合会、全日本ろうあ連盟、日
本相談支援専門員協会、日本身体障害者団体連合会、日本視覚障害者団体連合、DPI女性
障害者ネットワーク、全日本難聴者・中途失聴者団体連合会、全国盲ろう者協会

推進本部
　　＜構成員＞ 
　　　本部長　　内閣総理大臣
　　　副本部長　内閣官房長官
　　　　　　　　内閣府特命担当大臣（こども政策 少子化対策 若者活躍 男女共同参画 共生・共助）
　　　本部員　　他の全ての国務大臣

推進本部幹事会
　　＜構成員＞ 
　　　議長　　　内閣官房副長官補（内政担当）
　　　副議長　　内閣府政策統括官（共生・共助担当） 
　　　構成員　　他の各省庁局長級職員等　　　　　　
　　＜有識者構成員（五十音順、敬称略）＞
　　　石川　准　　　静岡県立大学名誉教授 （視覚障害当事者）
　　　坂元　茂樹　　公益財団法人世界人権問題研究センター理事長
　　　田門　浩　　　弁護士　（聴覚障害当事者）

障害者に対する偏見や差別のない共生社会の実現に向けた対策推進本部（2024年12月27日）
出典：首相官邸ホームページ（https://www.kantei.go.jp/jp/103/actions/202412/27kyouseishakai.html）
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２．旧優生保護法の被害者への補償

（１）旧優生保護法問題の経緯について
　旧優生保護法は、終戦直後の人口過剰問題等を背景に、1948年に議員提案によって全会一致
で制定された。優生上の見地から不良な子孫の出生を防止するとともに、母性の生命健康を保護
することを目的として、優生手術（不妊手術）や人工妊娠中絶等について規定していた。同法が
母体保護法に改正される1996年までの間、旧優生保護法に基づき、約２万5000件の優生手術が
実施された。
　2018年１月、国に対し、旧優生保護法の優生手術に関する規定は憲法に違反しており、国会
議員の立法行為は違法であるなどとして、「国家賠償法」（昭和22年法律第125号）に基づく損
害賠償などを請求した訴訟（以下本章では「旧優生保護法国家賠償請求訴訟」という。）が、仙
台地方裁判所に初めて提訴され、以降全国各地で提訴が相次いだ。
　こうした動きの中で、2019年４月24日に「旧優生保護法に基づく優生手術等を受けた者に対
する一時金の支給等に関する法律」（平成31年法律第14号。以下本章では「一時金支給法」とい
う。）が議員立法により全会一致で可決・成立し、即日公布・施行され、被害者の方々に対する
320万円の一時金の支給が開始された。2024年７月３日、最高裁判所において、旧優生保護法
の優生手術に関する規定を憲法違反とし、当該規定に係る国会議員の立法行為は、「国家賠償法」
第１条第１項の適用上違法であり、国の損害賠償責任を認める判決（以下本章では「最高裁判決」
という。）が言い渡された。これを受け、同月17日に、岸田文雄内閣総理大臣が旧優生保護法国
家賠償請求訴訟の原告団の方々と面会し、政府を代表して心からの謝罪を申し上げるとともに、
訴訟についても早急な解決に向けた取組を進めることを表明した。同年９月13日には、加藤鮎
子内閣府特命担当大臣と優生保護法被害全国原告団及び優生保護法被害全国弁護団との間で、「係
属訴訟の和解等のための合意書」1が締結された。この合意書に基づき、旧優生保護法国家賠償請
求訴訟の原告の方々と和解協議を進め、同年11月15日、関連する訴訟の全件が和解により終局
した。
　加えて、同年９月30日、加藤鮎子内閣府特命担当大臣と優生保護法被害全国原告団、優生保
護法被害全国弁護団及び優生保護法問題の全面解決をめざす全国連絡会との間で、「基本合意書」
が締結された。

1　�この合意書において、国は、原告が優生手術被害者本人のみの場合にはその優生手術被害者本人に1500万円を損害賠償金（慰謝料相当額）
として支払うこととし、原告が優生手術被害者本人とその配偶者の場合には優生手術被害者本人に1300万円、その配偶者に200万円を
それぞれ損害賠償金（慰謝料相当額）として支払うこととした。

官邸で旧優生保護法国家賠償請求訴訟原告団等と面会する岸田内閣総理大臣（2024年７月17日）
出典：首相官邸ホームページ（https://www.kantei.go.jp/jp/101_kishida/actions/202407/17menkai.html）
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　また、提訴していない方々も対象とする新たな補償についても、最高裁判決を受け、「旧優生
保護法に基づく優生手術等を受けた者等に対する補償金等の支給等に関する法律」（令和６年法
律第70号。以下本章では「補償金等支給法」という。）が「一時金支給法」を全部改正する形で
同年10月８日に議員提案により全会一致で可決・成立し、同月17日に公布された。
　「補償金等支給法」の施行日である2025年１月17日には、石破内閣総理大臣が旧優生保護法
国家賠償請求訴訟の原告団の方々と面会した。原告団の方々から、これまでの経験や思いなどを
直接伺い、「補償金等支給法」に基づく新たな補償が被害者の方々に届くよう力を尽くしていく
ことを表明した。政府としては、引き続き都道府県等とも連携して、周知・広報に努めていくこ
ととしている。

第１節　旧優生保護法に関する政府の対応第１章　障害者に対する偏見や差別をなくすための取組について

■図表１-１　旧優生保護法に係るこれまでの経緯

資料：こども家庭庁

2024年７月３日 最高裁大法廷判決（国敗訴）

2024年７月17日 旧優生保護法国家賠償請求訴訟原告団等と岸田総理との面会

旧優生保護法に係るこれまでの経緯
1948年 優生保護法の制定（議員立法）

1996年 優生保護法を母体保護法に改正（議員立法）

2024年9月30日 基本合意書締結

2018年１月 旧優生保護法国家賠償請求訴訟、最初の提訴（仙台地裁）。以降、各地で提訴。

2024年10月8日 「旧優生保護法に基づく優生手術等を受けた者等に対する補償金等の支給等に関する法律」成立（議員立法）
衆議院、参議院で「旧優生保護法に基づく優生手術等の被害者に対する謝罪とその被害の回復に関する決議」を可決

2019年４月24日 旧優生保護法一時金支給法成立（議員立法）。即日公布・施行。

2025年１月17日 「旧優生保護法に基づく優生手術等を受けた者等に対する補償金等の支給等に関する法律」施行
旧優生保護法国家賠償請求訴訟原告団等と石破総理との面会

2024年9月13日 係属訴訟の和解等のための合意書締結

2025年３月27日 「第１回 旧優生保護法問題の全面解決に向けた協議」開催

旧優生保護法国家賠償請求訴訟原告団等と面会する石破茂内閣総理大臣（2025年１月17日）
出典：首相官邸ホームページ（https://www.kantei.go.jp/jp/103/actions/202501/17menkai.html）
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（２）恒久対策等について
ア　調査及び検証等
　「補償金等支給法」第33条において、国は、旧優生保護法に基づく優生手術等及び人工妊娠
中絶等に関する調査その他の措置を講ずるとともに、当該措置の成果を踏まえ、当該事態が生
じた原因及び当該事態の再発防止のために講ずべき措置についての検証及び検討を行うものと
された。この検証については、今後、国会が主体となって行うが、政府としても、適切に協力
しその責任を果たしていくこととしている。

イ　継続的・定期的な協議について
　2024年９月30日、加藤鮎子内閣府特命担当大臣と優生保護法被害全国原告団、優生保護法
被害全国弁護団及び優生保護法問題の全面解決をめざす全国連絡会との間で、「基本合意書」
が締結された。この「基本合意書」に基づき、優生保護法問題の全面的な解決に向けた施策等
の検討、実施に当たって、優生保護法被害全国原告団等と関係府省庁との協議の場を設置し、
継続的・定期的な協議を行うこととしている。2025年３月27日に「第１回旧優生保護法問題
の全面解決に向けた協議」が開催された。

■図表１-２　�旧優生保護法に基づく優生手術等を受けた者等に対する補償金等の支給等に関する法律
（概要）

資料：こども家庭庁

旧優生保護法に基づく優生手術等を受けた者等に対する補償金等の支給等に関する法律 （概要）

○昭和23年に議員立法により成立した優生保護法※に基づき、平成８年までに約２万５千件の優生手術を実施
※優生上の見地から不良な子孫の出生を防止すること等を目的として、遺伝性疾患等を理由とした強制的な不妊手術である優生手術の実施等について規定

○平成30年以降、旧優生保護法に基づく優生手術に関する訴訟が各地で提起されたこと等を背景に、平成31年に議員立法により「一時金支給法」※を制定
※一時金支給法：優生手術等を受けた本人を慰謝するため一時金320万円を支給するものであり、国の損害賠償責任を前提とはしていない

○令和６年７月３日 最高裁判所大法廷判決
◆旧優生保護法の優生手術に関する規定は、憲法13条（自己の意思に反して身体への侵襲を受けない自由を保障）及び14条１項（法の下の平等）に違反
◆旧優生保護法の優生手術に関する規定に係る国会議員の立法行為は、国賠法の適用上違法

国会及び政府は、最高裁大法廷判決を真摯に受け止め、特定疾病等に係る方々を差別し、生殖を不能にする手術を強制してきたことに関し、日本国憲
法に違反する立法行為を行い及びこれを執行し優生上の見地からの誤った目的に係る施策を推進してきたことについて、深刻にその責任を認め深く謝罪
する。また、これらの方々が人工妊娠中絶を強いられたことについても、深く謝罪する

対 象︓旧優生保護法に基づく優生手術等を受けた本人又は特定配偶者（本人又は特定配偶者が死亡している場合はその遺族(配偶者、子、父母、孫等））
支給額︓本人 1500万円 特定配偶者 500万円
※特定配偶者とは、本人の手術日から本法公布日の前日までに婚姻(事実婚含む)していた方等

国は、優生手術等及び人工妊娠中絶に関する調査を行い、
これらが行われた原因及び再発防止措置について検証を行う

背景・趣旨

概 要

７．調査検証

対 象︓旧優生保護法に基づく優生手術等を受けた本人で生存している方
支給額︓320万円

対 象︓旧優生保護法に基づく人工妊娠中絶等を受けた本人で生存している方
旧優生保護法規定の優生上の要件（遺伝性疾患、精神病等）に該当する者
上記と同様の事情にある者として内閣府令で定めるもの

支給額︓200万円 ※人工妊娠中絶の回数や子どもの有無にかかわらず一律に支給する
※３の優生手術等一時金を受給した場合には支給しない

１．前 文

２．補償金の支給

３．優生手術等一時金の支給

４．人工妊娠中絶一時金の支給

５．請求期限

施行日︓公布日から３月を経過した日（令和７年１月17日）

２～４のいずれも施行日から起算して５年（期限に関する
検討条項あり）
６．請求手続
請求により、認定審査会の審査を経て、内閣総理大臣が認定

※現行の一時金支給法の内容を本法に規定する
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第１節　旧優生保護法に関する政府の対応第１章　障害者に対する偏見や差別をなくすための取組について

■図表１-３　基本合意書の概要
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